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明変数として取り込む。以降では、 　( )、 ( ，単位は月 )
は消費者、時点をそれぞれ示す。
　（1）式は顧客 の時点 での来店回数 に関するモデルを示し、本研究ではポアソン
分布に従うと仮定する。
　（1）　










　 ， とすると（ は転置を意味す
る），（3）式の構造は（4）式と同じ意味である。 
 （4）
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（6）
　 は、顧客 に第 月に送付された商品カテゴリー （表１参照；全８カテゴリー）
























層モデルでも、表 2 に示す を説明変数とする。
　（10）式は の階層モデルである。
（10）
　 は全顧客共通の係数行列（４行× 11 列）、 は（４行×１列）の誤差項ベク
トル、 は分散共分散行列（４行×４列）を示す。同様に 、 、 にも階層モ
デルを仮定する。これらのパラメータの階層モデルは、 を例にとって示せば、
を並べた を被説明変数ベクトル




　 、 及び は、（11 行×１列）の係数ベクトル、（７行× 11 列）の係数行列、（５行× 11 列）
の係数行列を示す。また、 、 及び は、誤差項（スカラー）、（７行× 1 列）の誤差
項ベクトル、（５行× 1 列）の誤差項ベクトルをそれぞれ示し、 、 及び X は、分散、（７
行× 7 行）の分散共分散行列及び（５行×５行）の分散共分散行列をそれぞれ示す。
表２　階層モデルで用いられる顧客属性
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　本節では、前節に示したモデルを実際の ID 付 POS データに適用した結果を示す。
　　３．１　分析データの概要
　本研究では、名古屋地区 A 百貨店における年間（2008 年４月１日～ 2009 年３月 31 日）
の ID 付 POS データ及びデモグラフィックデータを用いた。はじめに、総顧客数 157,616
名の内、2008 年４月１日～ 2009 年３月 31 日の間の店舗総売上の 80％を構成する優良顧
客 41,876 名（全顧客数の 26.6％）を抽出した。その後、優良顧客 41,876 名からランダム
サンプルにより 5,000 名を分析対象顧客として選択した。表 4 は、対象顧客 5,000 名の 1
年間の来店回数の統計量である。対象顧客の年間平均来店回数は 17.9 回、最大来店回数
は 267 回、最小来店回数は１回であった。
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　表 6 は、年間及び 1 来店当たりの購買金額、購買金額に食品が占める金額の割合（食品
購買金額比率）を示す。顧客 1 人当たりの年間平均購買金額は 334,586 円（１来店当平均
購買金額 34,592 円）、最大購買金額は 61,592,419 円（１来店当最大購買金額 4,737,878 円）、
最小購買金額は 99,614 円（１来店当最小購買金額 1,028 円）である。食品購買金額比率
は平均で 13.7％、最大で 100％（食品しか購買しない）、最小で 0％（全く食品を購買しない）
であった。
　表７は、土日及び祝日の来店割合と 16 時以降の来店割合を示す。土日祝日購買割合
が 50％未満（どちらかというと平日に購買する割合が高い）の構成比が 63.9％、16 時以
降購買割合が 50％未満（どちらかというと 16 時前に購買する割合が高い）の構成比が
60.6％である。この結果は顧客の A 百貨店への来店性向を示す。






　顧客属性として、性別、年齢、A 百貨店と顧客の自宅との距離（実際は A 百貨店と顧
客の居住する市町村役所との直線距離）及び外商カードの有無が利用可能である。表 8 は
それら属性の分布状況である。予想される通り女性の構成比が高く（86.5％）、年齢は 30
～ 50 歳代が中心で平均年齢は 49.4 歳である。店舗と自宅との距離は、平均で 12.8km で
あり、10km までの近隣顧客が多い。A 百貨店の外商顧客構成比は 32．2％であった。さ







前年度（2007 年４月１日～ 2008 年３月 31 日）の情報、その他の「性別」、「年齢」、「外
商扱い」、「店舗間距離」は当年度（2008 年４月１日～ 2009 年３月 31 日）の情報である。
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　　３．２　構造異質性の検証






95％ HPD リージョンを評価し、それが０を含むか否かで有意性の判定を行った。表 10 に
はその結果を示す。個々の判定結果を表３に示した構造異質性のパターンに当てはめる
と、最も顧客数の多いパターンはストアロイヤルティ、ダイレクトメールが有意である
パターン（モデル３；顧客数 3,279 名，構成比 65.6％）であり、ストアロイヤルティ、ダ
イレクトメール及びイベント催事の全てが有意であるパターン（モデル 1；顧客数 942 名，
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　表 14 には、ダイレクトメールのウェイトパラメータ の事後平均（顧客全体の平均値）
と有意性検証結果を示す。DM 変数の構成には、「カード優待 DM」が最も強く影響し、「リ
ビング DM」、「ブランド雑貨 DM」、「紳士 DM」が続く。逆に「食品 DM」の影響は小さい。
以上から考えれば、顧客はカード割引率の拡大キャンペーン（ポイント・特典）、買回品
の新商品（トレンド）を告知するダイレクトメールを重視しているとわかる。
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ことがわかる。それ以外にもモデル 1 では、リビング DM（構成比 19.9％）、ブランド雑
貨 DM（構成比 13.5％）、宝飾時計 DM（構成比 12.6％）が続く。モデル 3 では、リビン
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百貨店における顧客の来店行動メカニズムについて
　上記式中 は単位行列を示し，また は既知のスカラーである。また採択確率は は
下記 (4) 式のようになる。
（A4）
の採択確率 は (A6) 式のようになる。 
（A5）
（A6）





は ， は を顧客全体でまとめ転置させた行列。
ここで は顧客数
（3） ; ギブスサンプリング
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ここで，
は ， は を顧客全体でまとめ転置させた行列。
ここで は顧客数
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